
議   第   ４３   号   

平成２８年 ２ 月２２日提出   

 

熊本市個人情報保護条例の一部改正について 

 

熊本市個人情報保護条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

熊本市個人情報保護条例（平成１３年条例第４３号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 第１８条の２の次に次の１条を加える。 

 （第三者の保護に関する手続） 

第１８条の３ 実施機関は、開示請求に係る個人情報に本市又は開示請求者以外のも

の（以下「第三者」という。）に関する情報が記録されている場合は、第１８条第

１項の規定による決定をするに際し、当該第三者の意見を聴くことができる。 

２ 前項に規定する手続を経て、当該個人情報を開示するときは、実施機関は、開示

の決定と開示を実施する期日との間に当該第三者が審査請求手続を講ずるに足り

る相当の期間を確保するとともに、開示の決定後、速やかに、当該第三者に対

し、規則で定める事項を通知するものとする。 

第２８条を次のように改める。 

（審査請求） 

第２８条 開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に対する決定又は開示請求、訂

正請求若しくは利用停止請求に係る不作為に対し、審査請求があった場合は、当該

審査請求に係る審査庁は、次に掲げるときを除き、当該審査請求に関する事項につ

いて、速やかに審議会に諮問し、その答申を尊重して当該審査請求に対する裁決を

しなければならない。 
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(1) 当該審査請求を却下するとき。 

(2) 当該審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る個人情報の全部を開示す

ることとするとき（当該個人情報に第三者に関する情報が記録されているとき

を除く。）。 

(3) 当該審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る個人情報の訂正をするこ

ととするとき。 

(4) 当該審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る個人情報の利用停止をす

ることとするとき。 

２ 開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に対する決定又は開示請求、訂正請求

若しくは利用停止請求に係る不作為に係る審査請求については、行政不服審査法

（平成２６年法律第６８号）第９条第１項の規定は、適用しない。 

３ 第１項の規定による諮問は、次に掲げる書面を添えてしなければならない。 

(1) 行政不服審査法第９条第３項の規定により読み替えて適用する同法第２９条

第２項の弁明書の写し 

(2) 行政不服審査法第９条第３項の規定により読み替えて適用する同法第３０条

第１項の反論書の写し（審査庁に対し当該書面が提出されている場合に限る。） 

(3) 行政不服審査法第９条第３項の規定により読み替えて適用する同法第３０条

第２項の意見書の写し（審査庁に対し当該書面が提出されている場合に限る。） 

第２８条の次に次の２条を加える。 

（諮問をした旨の通知） 

第２８条の２ 前条第１項の規定により諮問をした実施機関は、次に掲げる者に対

し、諮問をした旨を通知しなければならない。 

 (1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加人を

いう。以下この項及び次条第１項第２号において同じ。） 

 (2) 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者（これらの者が審査請求人又は

参加人である場合を除く。） 

(3) 第１８条の３第１項に規定する手続を経て、当該審査請求に係る個人情報の

開示に反対の意思を表示した第三者（当該第三者が審査請求人又は参加人であ

る場合を除く。） 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続） 
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第２８条の３ 第１８条の３第２項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決を

する場合について準用する。 

(1) 開示決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決 

(2) 審査請求に係る開示決定等（開示請求に係る個人情報の全部を開示する旨の

決定を除く。）を変更し、当該審査請求に係る個人情報を開示する旨の裁決（第

三者である参加人が当該第三者に関する情報の開示に反対の意思を表示してい

る場合に限る。） 

 

   附 則 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 実施機関の開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に対する決定又は開示請

求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作為についての不服申立てであってこ

の条例の施行前にされた実施機関の開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に対

する決定又はこの条例の施行前にされた開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求

に係る不作為に係るものについては、なお従前の例による。 

 

（提出理由） 

  行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第

６９号）の施行による行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５８号）の一部改正に伴い、本市もこれに準じる等、所要の改正を行う必

要がある。 

  これが、この条例案を提出する理由である。 
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